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障害児支援の強化について

神奈川県障害サービス課

施設福祉ｸﾞﾙｰﾌﾟ

平成24年2月8日・14日

児童福祉法改正に係る事業所指定申請説明会

資料１（みなし指定・新規指定）
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→ P.
８

→ P.17

→ P.18
→ P.19

POINT 2
これまで児童福祉法により支援
を行っていた18歳以上の障害児
施設入所者については、子ども
から大人にわたる支援の継続性
を確保しつつ、より適切な支援
が行われるようにする観点から
、障害者自立支援法で対応する
ことになります。
障害児施設入所者が、引き続い
て障害者支援施設に入所する場
合は、当該入所者が18歳となる
日の前日に保護者であった者が
有した居住地の市町村が実施主
体となります。
（注：重心施設も同様の対応）

※本人の福祉を損なうおそれがある場合
は20 歳に達するまで障害児施設を利用
できます。

POINT 2
これまで児童福祉法により支援
を行っていた18歳以上の障害児
施設入所者については、子ども
から大人にわたる支援の継続性
を確保しつつ、より適切な支援
が行われるようにする観点から
、障害者自立支援法で対応する
ことになります。
障害児施設入所者が、引き続い
て障害者支援施設に入所する場
合は、当該入所者が18歳となる
日の前日に保護者であった者が
有した居住地の市町村が実施主
体となります。
（注：重心施設も同様の対応）

※本人の福祉を損なうおそれがある場合
は20 歳に達するまで障害児施設を利用
できます。

POINT 1
在宅サービスや児童デイサー
ビスの実施主体が市町村にな
っている等を踏まえ、障害児
通所支援については、障害児
の保護者が居住する市町村が
実施主体となります。

POINT 1
在宅サービスや児童デイサー
ビスの実施主体が市町村にな
っている等を踏まえ、障害児
通所支援については、障害児
の保護者が居住する市町村が
実施主体となります。
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POINT １
児童デイサービスも、通園施設も同じ「
児童発達支援事業」を行いますが、児童
デイサービス事業所は「児童発達支援事
業所」となり、通園施設は「児童発達支
援センター」となります。センターは地
域の中核的な療育支援施設となります。

POINT １
児童デイサービスも、通園施設も同じ「
児童発達支援事業」を行いますが、児童
デイサービス事業所は「児童発達支援事
業所」となり、通園施設は「児童発達支
援センター」となります。センターは地
域の中核的な療育支援施設となります。

POINT ２
現在、指定児童デイサービス事業所（Ⅰ
型を実施していない事業所も含む）、通
園施設の皆さんは、4月1日に児童発達支
援の指定を受けているとみなされます。
「児童発達支援管理責任者」を配置し、
個別支援計画を作って支援します。

※児童デイサービス事業所には、新しい
事業所番号が付番されます。

POINT ２
現在、指定児童デイサービス事業所（Ⅰ
型を実施していない事業所も含む）、通
園施設の皆さんは、4月1日に児童発達支
援の指定を受けているとみなされます。
「児童発達支援管理責任者」を配置し、
個別支援計画を作って支援します。

※児童デイサービス事業所には、新しい
事業所番号が付番されます。

私の法人では児童デイ
サービス事業所と通園
施設があります。今後ど
うなるのですか！？
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現在の施設等

知的障害児
通園施設

肢体不自由児
通園施設

等

児童デイサービス 施行後3年の

間に実施
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みなし指定に関すること
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【ＰＯＩＮＴ】

・新規の指定が必要な場合は、施設・事業所の所在する市町村によって申
請先が異なります。

横浜市域⇒横浜市 、 川崎市域⇒川崎市 、 相模原市域⇒相模原市

横須賀市域⇒横須賀市 、それ以外の地域⇒県
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（現 知的障害児・難聴幼児通園施設）

【POINT】 ・ 現行の通園施設の基準に児童発達支援管理責任者の配置が追加

・現難聴幼児通園施設の人員基準の職員に変更あり

（聴能訓練担当職員2以上、言語機能訓練担当職員2以上⇒言語聴覚士4以上）

・屋外遊戯場の要件が緩和
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【参考】
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新児福省令 児デイ 通園
H18厚労省171号 H18厚労省178号

・内容及び手続きの説明及び同意 第12条 9条 9条
・契約支給量の報告等 第13条 10条
・提供拒否の禁止 第14条 11条 10条
・連絡調整に対する協力 第15条 12条 11条
・サービス提供困難時の対応 第16条 13条 55条
・受給資格の確認 第17条 14条 13条
・障害児通所給付費等の額に係る援助 第18条 15条 14条
・心身の状況等の把握 第19条 16条 15条
・指定障害児通所支援事業所等との連携等 第20条
・サービスの提供の記録 第21条 19条 55条の2
・指定児童発達支援センターが通所給付決定保護
者に求めることのできる金銭の支払の範囲等

第22条 20条 19条

・通所利用者負担額の受領 第23条 101条 56条
・通所利用者負担額に係る管理 第24条 22条 57条
・障害児通所給付費等の額にかかる通知等 第25条 23条 22条
・指定通所支援の取扱方針 第26条 102条、103条 23条
・通所（児童発達支援）支援計画の作成等 第27条 58条 24条
・管理者及び児童発達支援管理責任者の責務 第28条、36条 59条、66条 34条
・相談及び援助 第29条 26条
・指導・訓練等 第30条 27条
・食事 第31条 28条
・社会生活上の便宜の供与等 第32条 29条
・健康管理 第33条（Ｃ） 30条
・緊急時等の対応 第34条
・通所給付決定保護者に関する市町村への通知 第35条 29条 32条
・運営規程 第37条 104条 58条
・勤務体制の確保等 第38条 68条 36条
・定員の遵守 第39条 69条 37条
・非常災害対策 第40条 105条 38条
・衛生管理等 第41条 106条 39条
・協力医療機関 第42条 59条
・掲示 第43条 35条 41条
・身体拘束等の禁止 第44条 42条
・虐待等の禁止 第45条 43条
・懲戒に係る権限の濫用禁止 第46条（Ｃ） 44条
・秘密保持等 第47条 36条 45条
・情報の提供 第48条 37条 46条
・利益供与等の禁止 第49条 38条 47条
・苦情解決 第50条 39条 48条
・地域との連携 第51条 （17条） 49条
・事故発生時の対応 第52条 (28条）、40条 50条
・会計の区分 第53条 41条 51条
・記録の整備 第54条 42条 52条
・居住地の変更が見込まれるものへの対応 16条
・入退所の記録の記載等 17条
・検討等 25条
・管理者による管理 33条

児童発達支援センター等

児童発達支援 運営の基準
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運営の基準は児童発達支援センターと同様

【ＰＯＩＮＴ】

現行の児童デイサービスと同様

（ただし、サービス管理責任者の名称が児童発
達管理責任者に変更）

（現 児童デイサービス）

基準省令では児童指導員から指導員に変更

1人以上は専任かつ常勤

経過的児童デ
イサービスに
おいての経過
措置が示され
ているが、神
奈川県内には
ない。

多機能型事業
所においては、
兼務可
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運営の基準は児童発達支援センターと同様

（現 肢体不自由児通園施設）
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（現 重症心身障害児通園事業）
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現行の児童デイサービスで未就学、就学児をともに受入れている事業所と
同様のイメージ。ただし、施行後は「児童発達支援」と「放課後等デイサービ
ス」の2つの指定が必要。




